
菊池市職員の給与・定員管理等について

１　総括
（１）人件費の状況（普通会計決算）

人 ％ ％

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

人

（注） １職員手当には退職手当を含まない。
２職員数は、平成28年4月1日現在の人数である。
３給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

（３）ラスパイレス指数の状況

（注）

※平成28年4月1日のラスパイレス指数が3年前に比べ1ポイント以上上昇している理由及び改善の見込み
職員構成の変動によりラスパイレス指数が増加した。

区分
住民基本台帳人口 歳出額

実質収支
人件費 人件費率

28年度
34,916,795 0 3,939,348

（参考）　
（平成29年1月1日） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 平成27年度の人件費率

2,334,673 6,128

（参考）一人当たり給与費 （参考）類似団体比較
一人当たり給与費給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　Ｂ

Ｂ／Ａ
区分

職員数
Ａ

給与費

5,857

１ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差に
よる影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

２類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

28年度
1,449,806 326,771 558,096

３平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場合の値である。
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（４）給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し
〔実施〕

②地域手当の見直し

③その他の見直し内容

宿日直手当について、国と同様に見直しを実施（平成27年4月1日）
管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当の加算額について、国と同様に見直しを実施（平成27年4月1日）

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成28年4月1日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円
歳 円 円 円
歳 円 円 円
歳 円 円 円

②技能労務職

歳 人 円 円 円
歳 人 円 円 円 歳 円
歳 人 円 円 円
歳 人 円 円 円
歳 人 円 円 円
歳 人 円 円 円

円
円 円

（注） １「平均給料月額」とは、平成28年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

（２）職員の初任給の状況（平成28年4月1日現在）

円 円 円
円 円 円
円 円 円
円 円 円

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均2％の引き下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むと
されている。

（給料表の改定実施時期）平成28年4月1日
（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ実施。激変緩和のため、平成30年3月31日までの経過措置（現給保障）
　　　　を実施。他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

国と同様に見直しを実施（平成28年4月1日）

特殊勤務手当（税務職員手当）の支給範囲見直し（平成27年4月1日）※税の徴収業務に従事した者のみ支給

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額　
平均給与月額　

（国比較ベース）
菊池市 42.2 320,400 383,388 344,634
熊本県 43.3 340,459 400,221 367,148

国 43.6 331,816 - 410,984
類似団体 42.8 322,606 385,830 353,295

区分
公務員 民間 参考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額 平均給与月額 対応する民間

平均年齢
平均給与月額

Ａ／Ｂ
（Ａ） （国比較ベース） の類似職種 （B)

菊池市 43.3 54 293,000 315,542 302,607 － － － －
うち学校給食員 55.2 5 342,400 354,300 350,000 調理師（男女） 45.1 200,400 1.77
うちその他の技能労務職 42.1 49 288,000 311,643 297,826 － － － －

熊本県 51.7 301 336,587 371,025 351,992 － － － －
国 50.4 2,876 287,447 - 329,358 － － － －

類似団体 51.7 31 314,844 342,786 328,869

年収ベース（試算値）の比較
公務員 民間

Ｃ／Ｄ
（Ｃ） （Ｄ）

菊池市 － －

－ － － －

区分

参考

うち学校給食員 5,744,700 2,681,700 2.14
うちその他の技能労務職 － － －

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（平成25年度から平成27年度までの3ヶ年平均）。
※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。
※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、
　民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調
査において明らかにされているものである。
また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

区分 菊池市 熊本県 国

一般行政職
大学卒 176,700 183,300 176,700
高校卒 144,600 149,000 144,600

技能労務職
高校卒 142,000 151,500 -
中学卒 - 135,300 -

5,149,304



（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年4月1日現在）

円 円 円 円
円 円 円 円
円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成28年4月1日現在）

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

人 ％ 円 円

（注） １菊池市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
２標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

区分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年
359,700 387,600 408,400

高校卒 234,900 338,100 365,600 391,000
技能労務職 高校卒 226,900 320,900 333,200 336,300

一般行政職
大学卒 275,800

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比
1号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

1級 主事・技師
30 8.5 140,100 246,100

2級 主事・技師
43 12.2 190,200 303,000

3級 係長・参事・主任
88 24.9 226,400 348,800

4級 課長補佐・係長・参事
113 32.0 259,900 379,800

5級 課長・室長・審議員・課長補佐
50 14.2 286,200 391,800

6級
部長・統括審議員・首席審議員

次長・課長 23 6.5 317,000 409,000

7級 部長
6 1.7 361,300 443,700

8.5 8.4 11.1

12.2 12.8 11.1

24.9 26.0
33.2

32.0 32.1
20.8

14.2 12.8 15.4

6.5 6.1 7.8

1.7 1.7 0.5
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（２）等級別及び職制上の段階ごとの職員数8平成29年4月1日現在）
行政職給料表（一）

（３）昇給への勤務成績反映状況

イ　

ロ　

４　職員の手当の状況
（１）期末手当・勤勉手当

千円 千円
（平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当
月分 月分 月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分 月分 月分

（注） （　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

6級

特に高度な知識と経験を必要とする業務を行う部長の
職務

6 1.47級

133

189

19

68

1　部長、統括審議員、首席審議員、次長の職務
2　特に高度な知識と経験を必要とする業務を行う課長
の職務

計 6

16.0

係員級

段階

係長級

課長補佐級

課長級

次長級9 2.1

7 1.6 部長級

部長級
計

9
1

20

20 4.7

4.5

職制上の段階

140 32.9
18

140

31.3

1

4級

総務審議員
課長

1　課長、室長、審議員の職務
2　特に高度な知識と経験を必要とする業務を行う課長
補佐の職務

5級

計

59 13.9

425 100.0合計

係長 60

44.5

部長 6

10

26

特に高度な知識と経験を必要とする業務を行う主事、
技師の職務

係長、参事、主任の職務

計

次長（級）

職務

技師
保育士

保育士
主事

1　課長補佐の職務
2　特に高度な知識と経験を必要とする業務を行う係
長、参事の職務

計 46

1級 46 10.8主事、技師の職務

2級 50 11.8

主任技師
主任看護師

課長（級）

課長補佐

104 24.53級

課長補佐

参事 62

参事

主任主事 35

32
59

主事 41

計

1
1

67
104

1

等級

1
保健師 4

（％）職名
合計 内訳

（人）（人） （％） （人）

管理栄養士 1
計 50

44

2
専門員 2

人事評価を実施していない

○ ○ ○
○ ○

○

人事評価を実施した ○
標準に加え、上位及び下位の区分も適用
標準に加え、上位の区分も適用
標準に加え、下位の区分も適用
標準の区分のみ適用 ○

一般職員

菊池市 熊本県 国
1人当たり平均支給額（平成27年度） 1人当たり平均支給額（平成27年度）

国

管理職員 一般職員 特定管理職員

1,467 1,692

2.60 1.60 2.60 1.60 2.60 1.60
(1.45) (0.75) (1.45) (0.75) (1.45) (0.75)

(加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算5～15％

(加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算5～20％　管理職加算15～25％

(加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算5～20％　管理職加算15～25％

平成28年4月2日から平成29年4月1日
までにおける運用

菊池市



○昇給への勤務成績反映状況

イ　

ロ　

（２）退職手当（平成28年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年
勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分
勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分
勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～45％加算） その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～45％加算）
1人当たり平均支給額 千円 千円
（注） 退職手当の1人当たり平均支給額は、平成28年度に退職した職員に支給された平均額である。

（３）地域手当（平成28年4月1日現在）
千円

円

％ 人 ％

（４）特殊手当（平成28年4月1日現在）
千円

円
％

6

（５）時間外勤務手当
千円
千円
千円
千円

標準の区分のみ適用 ○
人事評価を実施していない

標準に加え、上位の区分も適用 ○
標準に加え、下位の区分も適用

人事評価を実施した ○ ○ ○ ○
標準に加え、上位及び下位の区分も適用 ○ ○

菊池市 国

管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員

菊池市 国

20.445 25.55625 20.445 25.55625

平成28年度中における運用

29.145 34.5825 29.145 34.5825
41.325 49.59 41.325 49.59
49.59 49.59 49.59 49.59

3,155 22,280

支給実績（平成28年度決算） 1,678
支給職員1人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 559

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）
東京都 特別区 20 3 20

支給実績（平成28年度決算） 630
支給職員1人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 57,000
職員全体に占める手当支給職員の割合（平成28年度） 2.88

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績（千円）

左記職員に対する支給単価
（平成28年度決算）

500 円

税務職員手当 税務課職員
市民税、固定資産税、国民健康保険税等の
賦課徴収業務

162 月額 2,000

感染症の患者の救護、感染症の病原体の付
着した物件の処理作業又は伝染病菌を有す
る家畜の防疫作業業務

0 日額 500

円

徴収手当
税務課、子育て支援課、高齢支援課、

下水道課、都市整備課等の職員
市民税、固定資産税、国民健康保険税等の
徴収業務

95 日額

円

福祉業務手当 福祉課職員 生活保護法による調査、指導等業務 317 月額 3,300 円

感染症等防疫作業手当 健康推進課及び農政課職員

福祉業務手当 つまごめ荘職員 入所者の介護及び生活相談等業務 3,054 月額

3,000 円
3,300 円

7,000 円

行旅病人保護作業及び行旅死亡人収容作業手当 福祉課職員 行旅病人の保護及び行旅死亡人の収容業務 0 1件
800 円

1,600 円

支給実績（平成28年度決算） 197,933
職員1人当たり平均支給年額（平成28年度決算） 636

支給実績（平成27年度決算） 91,198
職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 283



（６）その他の手当（平成28年4月1日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

５　特別職の報酬等の状況（平成28年4月1日現在）

円 円 ／ 円
円 円 ／ 円
円 円 ／ 円
円 円 ／ 円
円 円 ／ 円

（平成28年度支給割合）
月分 加算措置：有

（平成28年度支給割合）
月分 加算措置：有

（算定方式） （1期の手当額） （支給時期）
給料月額×（500/100）×在職年数　　　　　　　　　　　　 円
給料月額×（290/100）×在職年数　　　　　　　　　　　　　 円

（注） １給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行なう前の金額である。
２退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込み額である。

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（平成28年度決算）

支給職員1人当たり
平均支給年額

（平成28年度決算）

扶養手当
配偶者13,000円、その他の扶養親族１人6,500円（配偶者がい
ない場合　11,000円）、加算措置16歳～22歳年度までの間に
ある子1人につき5,000円加算

同 47,095 237,000

住居手当
借家の場合27,000円まで

同 20,185 284,000

通勤手当
自動車などを利用する場合（距離に応じて）2,000円～31,600
円、バス等を使用する場合（運賃に応じて）55,000円まで 同 20,681 74,000

管理職手当
管理監督の地位にある職員、部長55,000円、部長級50,000
円、次長級46,000円、課長40,000円、総務審議員28,000円 異

支給額（単価）につい
て、国よりも相対的に
低く設定

33,936 3,860,000

区分 給料（報酬）月額等

給
料
・
報
酬

（参考）類似団体における最高／最低額
市長 797,000 1,030,000 560,000

副市長 625,000 815,000 448,000
議長 394,000 539,000 350,000

3.15
議員

副議長 358,000 467,000 300,000
議員 339,000 430,000 280,000

7,250,000 任期毎
備考

期
末
手
当

市長
副市長 3.15
議長

副議長

退
職
手
当

市長 15,940,000 任期毎
副市長



６　職員数の状況
（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年4月1日現在）

区分
部門

〈参考〉
人口1万人当たり職員数 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

〈参考〉
人口1万人当たり職員数 人

〈参考〉
人口1万人当たり職員数 人）

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

〈参考〉
〔 〕 〔 〕 〔 〕 人口1万人当たり職員数 人）

（注） １　職員数は一般職に属する職員数である。
２　〔　〕内は、条例定数の合計である。

（２）年齢別職員構成の状況（平成28年4月1日現在）

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

職員数 対前年
増減数

主な増減理由
平成27年 平成28年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 5 5 0

税務 25 24 △ 1
総務 113 110 △ 3 総務課付けとしていた派遣職員の減員

徴税担当職員について、再任用職員（定員外）を配置したため
民生 58 59 1 平成28年度中に退職する保育士補充のため
衛生 21 21 0
労働 0 0 0

農林水産 49 48 △ 1 採用内定辞退のため
商工 10 10 0
土木 39 39 0

一般行政部門計 320 316 △ 4 63.57
60.52

特
別
行
政
部
門

教育部門 66 65 △ 1 平成27年度末に退職者が生じたため

特別行政部門計 66 65 △ 1
13.07

普通会計部門計 386 381 △ 5 76.65
77.51

公
営
企
業
等

会
計
部
門

水道 9 8 △ 1

その他 77 77 0

事務の統合縮小による減員
下水道 11 11 0

小計 97 96 △ 1

合計
483 477 6

613 613 0 95.96

区分
20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

計
未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

職員数
1 18 31 45 41 58 78 56 43 46 60 0 477
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（３）職員数の推移 （単位：人・％）
年度

部門別

（注） １各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
２合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

７　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員採用の状況

人

人

人

人

人

人

（２）職員退職の状況

人

人

人

人

８　職員の人事評価の状況

（１）概要（平成28年度）

９　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間、休憩時間、週休日の状況

1日の勤務時間7時間45分、1週間の勤務時間38時間45分（つまごめ荘、学校給食等除く）

（２）休暇制度の概要

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年
過去5年間の
増減数（率）

一般行政 346 321 325 323 320 316 △ 30 -8.7%
教育 71 78 74 75 66 65 △ 6 -8.5%

96
普通会計計 417 399 399 398 386

△ 35

381 △ 36 -8.6%
公営企業等会計計 95 104 100 97 97

-6.8%
1 1.1%

総合計 512 503 499 495 483 477

保育士 短大卒程度 3

介護士

行政事務

看護師 1

高卒程度 4

評価の対象 技能労務職を除く全職員

定年退職 15

応募認定退職

区分 試験の程度 平成28年度

競争試験

一般事務 高卒程度 1

大卒程度 4

短大卒程度

合計 13

区分 平成28年度

評価方法
業務過程評価：職務遂行の過程において発揮された能力・執務態度を評価
業績評価：職員があらかじめ設定した業務目標の達成度により、業績を評
価

4

評価の活用方法 職員の能力開発、人材育成、その他人事管理の基礎として活用

普通退職 4

合計 23

勤務時間 休憩時間 週休日

8：30～17：15 12：00～13：00 土曜日、日曜日

休暇の種類 期間

年次有給休暇 20日以内

病気休暇 必要と認められる期間（90日以内）

特別休暇
（主なもの）

骨髄提供のための休暇 必要と認められる期間

ボランティア休暇 年5日以内

結婚休暇 5日以内

産前・産後休暇 出産予定日以前8週間目（多胎妊娠の場合は14週間目）、出産後8週間

育児時間休暇 子が1歳になるまで、1日に2回各30分

妻の出産休暇 2日以内

育児参加休暇 5日以内

忌引休暇 続柄に応じて1日～7日

夏季休暇 5日

妊娠障害休暇 9日を超えない範囲

子の看護休暇 子が中学校に修学するまで、一年度中5日以内



10　職員の休業に関する状況

（１）育児休業の取得状況（平成28年度）

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

11　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成28年度）

件

12　職員の服務の状況

地方公務員には、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、全力をあげて職務に専念しなければならない根本基準のほか、次のような義務が定められています。

① 法令及び上司の職務上の命令に従う義務② 信用失墜行為の禁止 ③ 秘密を守る義務

④ 職務に専念する義務 ⑤ 政治的行為の制限 ⑥ 争議行為等の禁止

⑦ 営利企業等の従事制限

13　職員の退職管理の状況

菊池市職員の退職管理に関する条例に基づき、離職後2年の間に再就職した場合は、再就職先等の届け出義務があるため、該当者に対して届出の勧奨を行った。

14　職員の研修の状況

（１）職員研修の実施状況（平成28年度中の主なもの）

①集合研修（市主催）

人

人

人

人

人

人

人

人

②派遣研修等

人

人

人

人

人

人

人

人

人

10.職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）職員の福祉の状況（平成28年度）

区分

平成28年度中に新たに育児休業の
対象となった職員

承認期間

うち育児休業
1年以内 1～2年 2～3年

取得者

男性職員 10

女性職員 17 16 9 7

計 27 16 9 7 0

処分事由 件数

分限処分 休職 8

懲戒処分 なし

研修項目 研修項目 対象 参加人員

新規採用職員研修 公務員としての基本的事項 新規採用職員 13

人事評価制度導入研修 人事評価制度の基本的事項 全職員 276

人事評価制度（全体研修） 人事評価制度の基本的事項 全職員 290

人事評価制度（評価者研修） 評価者のスキル向上 管理監督職員 80

男女共同参画研修 地方創生時代の男女共同参画 全職員 293

男女共同参画研修 イクボスについて 管理監督職員 103

人権・同和教育研修 人権・同和教育について 全職員 384

交通安全研修(外部講師) 交通安全について 全職員 230

研修科目 研修内容・対象等 参加人員

国機関派遣研修 経済産業省（中小企業庁） 1

熊本県研修協議会主催

階層別研修 新規採用職員 6

専門研修 税務事務 7

IT研修 パソコン研修（Word・Excel等） 22

日本経営協会研修 徴税事務 3

全国建設研修センター 景観まちづくり等 2

地域活性化センター 空き家の現状と対策等 5

総務省自治大学校 中堅幹部職員候補生要請 1

その他研修 やねだん故郷創世塾等 20

健康診断
定期健康診断（333人）

人間ドック（定期健康診断との重複含む）（213人）

共済制度 熊本県市町村職員共済組合の制度による

互助組織

名称 菊池市職員互助会

加入者 常勤の正規職員（477人）

主な事業 レクリエーション事業等

主な財源 職員からの会費により運営



（２）公務災害等の発生状況（平成28年度）

件

件

（３）利益保護の状況（平成28年度）

件 件

件 件

種類 発生件数 事案の概要

通勤災害 0

公務災害 7 打撲、切創、靭帯損傷等

内容 件数 処理の状況

職員の給与、勤務時間その他勤務条件に関する措置の要求 0 0

職員に対する不利益な処分についての不服申し立て 0 0


